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要　約
本論文では、日本企業の SPE に関する開示を、日本基準と、IFRS と米国基準の 2 基準につ
いて比較した。その結果、現行の日本基準による SPE の開示内容は、IFRS と米国基準とは、
財務諸表利用者にとって、開示の質と量に大きな差異があることが確かめられた。現行の日本
基準の SPE の開示規定は、対象となる SPE の範囲を含め、再検討が必要なことを提案してい
る。
Abstract
In this article, present disclosure examples related to SPE （special purpose entities） by 
Japanese companies under Japanese GAAP are compared with those disclosed under IFRS and U.S. 
GAAP. As the results, there have been significant differences of disclosure in both of qualitative 
aspect and quantitative aspect for financial statements users. This article suggests that present 


















わが国の企業の連結財務諸表で採用されている 3 つの基準による SPE の開示の比較分析を行い、SPE
の開示に関する今後の課題を考える。
2 ．わが国における SPE の会計問題の概略

























































3 ．日本基準における SPE の開示





1998年に IASC から公表された SIC（解釈指針）第12号において、すでに「リース、研究開発活動また
は金融資産の証券化など、限定的かつ十分に明確化された目的を達成するために設立される企業」とさ
れており、会計基準の上でわが国よりも広範囲の SPE が取り扱われていた。
















3 － 3 　日本基準の開示事例の分析
最近 5 年間おける、東京 1 部上場企業の開示対象特別目的会社に対する開示の件数は表 1 の通りであ
る。
表 1 　開示対象特別目的会社の開示件数
2017年 2016年 2015年 2014年 2013年
7 社 6 社 8 社 11社 15社


























前連結会計年度（自　平成27年 4 月 1 日　至　平成28年 3 月31日）
（省略）







譲渡資産（注） 1    
リース債権及びリース投資資産 18,257 譲渡益 －
譲渡資産に係る残存部分（注） 2 4,615 分配益 46
事務受託業務（注） 3 － 事務受託手数料 1
（注） 1 ． 譲渡資産に係る取引の金額は、譲渡時点の帳簿価額によって記載しております。なお、リース料債権の流
動化について、金銭債権消滅の認識要件を満たしていないものについては金融取引として処理しているた
め、当該取引における取引金額等の記載を省略しております。










・企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」の改訂（ 7 － 2 項の追加）が平成25年 4 月 1




・2017年では、 7 社の内訳は、債権流動化 2 社、仕組み債の組成 1 社、不動産の流動化 3 社である。
・SPE の資産総額と負債総額のみの開示であり、具体的な科目別内訳や事業別の内訳の開示はない。
・適用指針第15号の第 3 項（ 1 ）②では、取引状況として、「将来における損失負担の可能性」が挙げ
られているが、有無の記載を含め開示されている例がない。
・IFRS や米国基準に見られるような利用者がリスクの内容及び変動の評価のための情報の開示はない。
・IFRS や米国基準に見られるような、SPE への財務的支援等の提供や、SPE への関与から生ずる最大
エクスポージャーの開示はない。
4 ．IFRS における SPE の開示
4 － 1 　SPE の開示
2011年 5 月に公表された IFRS 第10号「連結財務諸表」では、すべての企業に適用される単一の「支
配」の概念を設けており、連結すべき企業の判定にあたり、一般的な事業会社か、特別目的事業体

































































4 － 3 　IFRS の開示の事例分析
金融庁の公表データによると、2017年 8 月末での IFRS 適用済みの上場企業は138社とされている。
最近 5 年間における、東証上場の IFRS 採用会社による開示の件数は表 2 の通りである。
表 2 　IFRS 採用企業の開示件数
使用された名称 2017年 　2016年 2015年 2014年 2013年
組成された事業体 8 社 5 社 6 社 3 社 0 社
組成された企業 2 2 3 5 1
ストラクチャードエンティティ 11 9 9 6 0


























































・IFRS 第10号と第12号は、2013年 1 月 1 日以後開示される事業年度から適用されたため、この適用後
に開示例が現れてきている。
・組成された企業の定義に当てはまる企業が多いため、開示対象となる SPE の種類が多い。









5 ．米国基準における SPE の開示
5 －1 SPE の定義



























以降の金融危機時の一部改訂を経て現在に至っている。上に示した 2 つの特徴は、IFRS での取扱いと
も類似している。
































5 － 3 　米国基準の開示の事例分析
最近 5 年間における、東証上場の米国基準採用企業による変動持分事業体の開示の件数は表 3 の通り
である。
表 3 　米国基準採用企業
2017年 2016年 2015年 2014年 2013年
16社 18社 17社 20社 25社



















多くの場合これらの VIE が利益を計上するまでの間、全ての損失を負担することから、これらの VIE
の経済的成果に最も重要な影響を与える活動を指揮する力を持ち、またこれらの VIE の損失を負担す
る義務を負うと判断され、結果としてソニーはこれらの VIE の第一受益者と判断されています。ソニー




注記 6 に記載のとおり、2012年 6 月29日、当社の完全子会社を含む出資グループは EMI Music 
Publishing の買収を完了しました。この買収を達成するために、出資グループは DH Publishing, L.P.（以
下「DHP」）を設立しました。さらに、DHP はソニーの米国音楽出版子会社と管理サービスを提供す
る契約（以下「管理契約」）を締結しました。DHP における多くの意思決定権限は持分に比例するので
























・2017年の開示では、開示対象となった SPE の業態が、債権の証券化 6 社（うち連結済が 3 社）、投資
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